
（単位千円）

事業分類 総事業費 交付金充当額

1 価格高騰対策給付金臨時支給事業 物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。 住民税非課税世帯向け 145 145 R6.1.1 R6.4.30 非課税世帯に対する支援を行い、負担を軽減することができた。

2
価格高騰対策給付金臨時支給事業（給付金・定額減税

一体支援）
物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

住民税非課税世帯、定額減税を補足する給付対象者向

け
51,051 51,051 R6.7.1 R7.3.31 非課税世帯、定額減税を補足する給付対象者に対する支援を行い、負担を軽減することができた。

合計 51,196 51,196

事業実施による効果

〇物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金効果検証一覧表（令和6年度事業）

№ 交付金事業の名称
事業実績 事業開始

年月日

事業完了

年月日


